
環境基本計画

環境省の政策体系
環境研究・環境技術開発の推進戦略
（令和元年5月環境大臣決定）

地球温暖化対策の推進

地球環境の保全

大気・水・土壌環境等の
保全

廃棄物・リサイクル対策
の推進

生物多様性の保全と
自然との共生の推進

化学物質対策の推進

環境保健対策の推進

環境・経済・社会の統合
的向上

環境政策の基盤整備

放射性物質による環境
の汚染への対処

統合領域

① 持続可能な社会のビジョン・理念の提示
② ビジョン・理念の実現
③ 価値観・ライフスタイルの変革
④ 新たな技術シーズの発掘・活用
⑤ 災害・事故に伴う環境問題
⑥ グローバルな課題（海洋プラごみ問題）

科学技術・イノベーション基本計画

気候変動領域

⑦ 気候変動の緩和策
⑧ 気候変動への適応
⑨ 地球温暖化現象の解明・予測・対策評価

自然共生領域

⑬ 生物多様性の保全
⑭ 生態系サービスの持続的な利用やシステム

解明

資源循環領域

⑩ 地域循環共生圏形成に資する廃棄物処理
システムの構築

⑪ ライフサイクル全体での徹底的な資源循環
⑫ 持続可能な廃棄物の適正処理

安全確保領域

⑮ 化学物質等の包括的なリスク評価・管理
⑯ 大気・水・土壌等の環境管理・改善

国立環境研究所 第５期中長期目標・計画

地球システム

資源循環

生物多様性

社会システム

環境リスク・健康

地域環境保全

災害環境

気候変動・大気質

物質フロー革新

包括環境リスク

自然共生

福島復興再生基本方針
（平成24年7月閣議決定）

環境創造センター中長期取組方針
（平成27年2月環境創造センター運営戦略会議）

持続可能地域共創

災害環境

脱炭素・持続社会

気候変動適応法（平成30年6月公布） 気候変動適応計画（平成30年11月閣議決定）
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基礎・基盤を担う
研究分野

研究プログラム※

※研究プログラムとは、5年間で一定の成果を出す研究のまとまりを指す。

国立研究開発法人国立環境研究所に係る政策体系図（案）

気候変動適応 （含研究プログラム）
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